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は じ め に 

 

中東欧諸国が市場経済への移行をすすめて10年以上が経過した。この間当該諸国の移行を

めぐってさまざまな議論が行われ、また現在も行われている。 

そうした議論の中に、体制移行国にとって例外なく重要な（それは国内の改革という意味

でも対ヨーロッパ連合－EU－との間の国際経済関係という意味でも重要な）農業に焦点を

あて、農業改革は成功なのか失敗なのかという一連の議論が存在する。そして成功なのか失

敗なのかを適切に判断する基準を持たないまま議論が行われてきたという感が否めない１。 

本稿は、そうした現状に鑑みて、主としてポーランドに焦点をあて、またハンガリーを参

照しながら、その農業とりわけ畜産における改革の現状をとりあげて解釈を加え、いったい

どのように評価出来るのかという視点を、ワルシャワ商品取引所の機能をとおして、またブ

ダペスト商品取引所の機能を視野に入れながら、得ようとする試みである。 

本稿の構成は次のとおりである。まずはじめに、ポーランド経済の現状について概観し（第

１節）、 次いでポーランド農業ならびに農業金融に関する近年の動向をとりあげる（第２節）。

そして、ポーランドとの比較を念頭において、ハンガリー経済およびハンガリー農業につい

て簡単に概観する（第３節）。第４節では、ワルシャワ商品取引所およびブダペスト商品取引

所の現状について、それぞれのホームページ２を中心に参考にして確認しておく。そして第

５節では、ワルシャワ商品取引所の機能について、第６節では、ブダペスト商品取引所の機

能について、それぞれ畜産に焦点をあてまた適宜他の商品についてふれながら、みることに
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する。最後に本稿での結論ならびに今後の課題について述べることとする。 

 

１．ポーランド経済の現状３ 

 

ポーランド経済の最近の実績は必ずしも良好とはいえない（第１表参照）。1991年以来は

じめてとなる景気後退を経験することとなったのである。 

 

第１表 ポーランドにおけるマクロ経済指標 (1995年－2001年) 

                                   （成長率、％） 

 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

実質 GDP 成長率  7.0  6.0  6.8  4.8  4.1  4.0  1.1 

個人消費  3.3  8.3  6.9  4.8  5.2  2.6  2.1 

粗 投 資 16.9 19.7 21.7 14.2  6.8  2.7 －10.2 

政府支出  2.9  3.4  3.2  1.6  1.0  0.8 －4.0 

輸    出 16.7  9.7 13.7  9.4  2.0 15.3 14.0 

輸    入 20.5 28.0 22.0 14.6  4.4 7 .4  3.6 

製 造 業  9.7  8.3 11.5  3.5  4.8  6.8 －0.2 

農    業 10.4  2.4  1.1  5.9 －1.7 －4.1  4.6 

建    設  5.8  2.8 13.6  9.3  3.5 －0.7 －7.6 

サービス  4.4  5.2  4.4  4.8  6.0  4.2  3.9 

労働生産性  5.1  4.1  4.9  5.6  5.8  5.8  3.4 

失業率（％） 14.9 13.6 10.3 10.4 13.1 15.1 17.4 

物価上昇率 
(消費者物価、％) 

21.6 18.5 13.2  8.6  9.8  8.5  3.6 

（出所）：ポーランド中央統計局。 

 

 ポーランド経済の成長率は、1992年にマイナス成長から脱し、1996年に体制移行前（1989

年）の水準を上回ることとなった。しかし、2001年は1.1％の実質経済成長率にとどまり、（体

制移行後最初といわれる）景気後退が明瞭になっている。景気後退ないしはデフレか否かの

判断は必ずしも容易ではないが、いくつかの指標からかなりはっきりした兆候が窺えるであ

ろう。まず失業率である。2001年は17.4％であり、急激に上昇している。たとえばヨーロッ

パ連合（EU）との比較でいえば、1997年には EU の平均失業率が10.6％であるのに対して

10.3％であり、EUの平均失業率を下回っていた。しかし2001年にはEUの平均失業率が7.8％

であるのに対して17.4％でありはるかに上回ることとなったのである（ちなみにポーランド

を上回る失業率は中東欧地域ではブルガリアとスロバキアのみである）。この失業率について

は、いくつかの要因によって説明されているが、基本的には「再度のリストラ」（“second wave 
of restructuring”）によるものとみるべきものであろう。いうまでもなくそれは競争の結果

である。デフレを裏付けるもうひとつの指標はインフレである。消費者物価指数（いわゆる

point-to-point による指数）でみると2001年には3.6％であり、1999年の9.8％、2000年の8.5％
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に比べて大幅な低下である。（2001年の中東欧地域でポーランドよりも低いインフレーション

を記録しているのは、リトアニアとラトビアであり、それぞれ1.8％、3.2％である。なおチ

ェコは5.4％、ハンガリーは7.8％であり、ポーランドよりも高い）。当然のことだが、低いイ

ンフレは金融政策の結果であり、実際ポーランドの平均実質利子率はヨーロッパで最も高く、

9.7％であり、チェコやハンガリーの0.5～1.2％の利子率をはるかに上回っている。 

問題は、このヨーロッパで最も高い利子率が、投資を明瞭に抑えていることであろう。 2001

年には対前年比マイナス10.2％であり、2000年の対前年比プラス2.7％と比較すれば明らかな

投資抑制の効果がみられるといってよい。(従来から、ポーランドは急進的改革を採ってきた

国として知られていたが、しかし漸進的改革を採ってきたといわれるハンガリーもまた体制

移行後急速な実質 GDP の低下を経験したから、いったい急進的改革と漸進的改革とはどこ

が違うのかという議論がひろく行われることになったが、あるいはこの “second wave” の
実施がポーランドの急進性を示しているのかもしれない)。 

いずれにせよ、最近のポーランドにおける景気後退、高い利子率と抑圧された投資、高い

失業率と抑圧されたインフレとは本稿で検討する農業の改革に大きな影響をもたらすことと

なる。 

 

２．ポーランド農業および農業金融に関する現状 

 

第２節では、ポーランド農業全体ならびに畜産に焦点をあてることとし、農業全体の動向

と農業金融の動向を簡単にみてみることとする。 

農業金融に関する問題は、おおむねどの「体制移行国」でも抱える問題である。というの

は、経済体制の移行にともなって財政赤字の削減が不可欠となり、財政赤字の大きな要因で

ある農業補助金が削減されることになるからである。しかし、農業金融がうまく行われてい

るのか否かは決して自明のことではなく、論者によって異なるし、また判断基準如何によっ

ても異なるからである。実際、ここでとりあげようとするポーランドについてみてもその判

断は異なっている。たとえば、ワルシャワ経済大学世界経済研究所発行による報告書４は否

定的な見解だが、この分野の専門家５のなかには肯定的な見方を示す人たちもいる、といっ

た具合いである。いったいどちらが適切なのだろうか。 

まずポーランドにおける農業および農業金融についての現状をみておくことにしよう６。 

ポーランドがバルツェロビチ・プログラムに着手して１年後の1991年には、大きな生産の

減少は認められないが、しかし農業生産者の所得ならびに債務の現状から農業が厳しい局面

に立たされていることが確認出来た。1992年は、農業生産全体が対前年比マイナス11.9％に

落ち込んでいる。それは、ひとつには旱魃によるものだが、同時に購買力の減少によるとこ

ろが大きく、それは当然、個人所得水準の低下、その他消費財の価格水準、ならびに農産物

輸出に関する収益の低下といった諸要因によるものでもある。また農業生産における要素投

入の縮小という要因も指摘される。たとえば、化学肥料の使用は、1991年の35.2％にすぎな
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いといった事柄である。 

畜産は、対前年比マイナス28％低下した穀物に比べて必ずしも大きくはなく、マイナス3.9％

である。しかし、たとえば250％上昇した飼料価格と豚肉との価格比率は、畜産とりわけ豚の

生産を極端に減少させることになったという事情が存在している。 

1993年になって農業生産は若干の回復をみせる（農業生産全体は1.9％の増加）。しかしそ

れももともとが低い水準だからであって、実際1989年に比較すれば27.3％小さい。農業経済

全体の低迷は、供給能力が年率2.0％から2.3％に伸びているのに比べて、需要の伸びが年率

1.0％から1.3％にとどまっているという超過供給によるものといえる。また、1993年の畜産

はマイナス12％であり、それは飼料穀物の減産による効果である。食肉供給はマイナス７％

であり、飼料穀物の価格上昇ならびに食肉生産の収益低下によってたとえば豚の頭数は17.1％

減っている。そうした状況はとりわけ国営農場で顕著であり、豚の頭数は50.3％の大幅な減

少をみせている。 

そうした状況に直面して農業生産者の所得水準は依然として低い。農業生産者の実質所得

は1989年に比較して50％を下回っているのである。したがって農業の発展をはかる投資を行

うことが出来ない。利子率が高くそして負債を抱える農業生産者が投資資金を獲得すること

はきわめて難しいことだったといわなくてはならない。 

いうまでもなく、政府による低利融資が試みられたし、また農産物市場庁による諸措置す

なわち価格支持、在庫保有、輸出入促進等が行われ農産物市場の安定化がはかられた。

（WERI[15]によれば）そうした政府による介入は、ある程度までの効果は認められるもの

の、ごく限られたものにとどまっていると判断されるということになる。 

一般物価水準に比べて低い食料品価格の伸び、農業生産者の相対的に低い所得水準、とい

う不利益を克服するためには、端的にいえば、技術進歩をつうじて要素価格を引き下げるほ

かないということになる。（すなわちそのための投資が極端に不足していたものと思われる）。 

1994年は、対前年比約10％のマイナスである。それは旱魃によるものであると同時に経済

政策によるものである、という主張がみられる７。というのは、構造面での改革の遅れとい

う指摘であり、農産物価格の低下ならびに農業生産者所得の減少、投資の縮小、農業関連支

出の削減等を示している。ただし畜産に関していえば、（旱魃による影響が小さい分）若干の

改善がみられるといってよい。豚の頭数は対前年比9.8％の増大である。しかし、ミルク生産

は対前年比5.7％の減少であり、酪農製品供給は対前年比５％の減少である。農業機械・設備

に関する市場に回復の兆しはなく、農業生産者にとってそうした諸要素の価格は依然として

高い。（なお1993年に優遇金利制度が導入されている）。 

1995年のポーランド農業は、経済全体の回復とそれに伴う一人当たり所得の5.3％の増大

とともに、良好な実績を残している。農業生産全体で対前年比プラス13％である（とはいえ、

1989年水準に比べて12.6％小さい）。また畜産部門の供給は対前年比11.8％の上昇である。よ

うやく1990年以前との比較が出来るようになったというべきだが、たとえば、1995年のヘク

タール当たり肥料使用量は80キログラムであり、1994年に比べて11.5％増大している。しか
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し1990年以前にはほぼ180キログラムだったのである。 

この時期に問題とされたのは、農業部門の流通である。実際、農業生産が増大していても

卸売価格の上昇が大きく、むしろ農業生産者の収入は減少していたからである。 

1996年も、ごくわずかだが全体の農業生産は増大した。しかし、依然として1989年に比較

して16％小さい。また畜産についてみると、豚の頭数（および羊の生産）が対前年比10％減

っている。農業生産者の数をみると、徐々に減少していることがわかる。また並行して平均

農地面積は増大している。国有農地の民営化に伴って民有農業部門の農地面積が７％増えて

いるというのが1996年の状況である。 

1997年も農業生産全体では対前年比0.5％の増大である。しかし1989年と比べると10％小

さく、1990年と比較して７％小さい。また農産物価格（実質値）は1996年に比較しておおむ

ね下回っている（第２表参照）。 

 

第２表 1997年の農産物価格 (平均) 

                                  (1996年＝100) 

農  産  物 名    目 実    質 

穀  物（全体）  91.8  81.0 

小  麦  88.8  78.3 

ライ麦 103.1  91.7 

じゃがいも  77.0  68.0 

牛  96.2  84.9 

豚 123.2 108.8 

ミルク 113.7 100.4 

(出所)：WERI (1997/1998). 
 

第２表のとおり、豚の価格が対前年比8.8％上昇していることを除けば実質価格はほぼ低

下しているといってよい。したがって、農業生産者の実質所得水準もまた低下している｡ (80％

以上の農業生産者が投資資金に不足しているという調査結果がみられるのはそのためである）。 

2001年に入り、農業生産は回復する。農業全体の生産が4.6％増大しているのである（第

１表参照）。ただしこの内訳は、穀物生産が7.8％の増大、畜産が0.9％の増大であり、主とし

て穀物生産によるところが大きい。しかし、1989年の水準と比較するとおよそ８％下回って

おり、（実質 GDP が1996年に1989年の水準を上回ったことを念頭におくと）依然として農業

生産に関しては旧体制の水準に達していない。穀物も畜産も旧体制に比較すれば依然として

下回っているのである。（WERI[15]によれば、その主たる要因は、殺虫剤や肥料投入の減少

である。実際、1988年の殺虫剤投入が1.6キログラムであるのに対して1990年代後半のそれは

0.5～0.6キログラムでしかない。また肥料投入については同じく1988年が196キログラムであ

るのに対して1990年代後半は83～86キログラムにとどまっている。結局、そのような要素投

入の減少がもたらされるのは農業における資金不足ということであるように思われる）。 

いずれにせよ、ポーランド農業に関する主要な問題のひとつは所得および価格をめぐるも
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のであり、第１節のマクロ経済の現状でも述べたとおり、農業生産者にとって新たな投資を

行う資金に不足しているということであるように思われる。では、もう少し焦点を絞って畜

産に焦点をあて、投資資金の問題を考えてみることにする8。 

まず、第３表は、畜産部門における企業の構造が、1993年から1999年にかけてどのように

変化したのかを示すものである。 

 

第３表 ポーランドにおける畜産企業（＊）の構造 

 1993 1999 変化率 (％) 

合   計 410 320 － 22 

協 同 組 合 352 270 － 24 

公 有 企 業  30   0 －100 

民 有 企 業  28  50 ＋ 79 

（＊）：従業員50人以上の企業  

（出所）：Majewski and Dalton[4]. 
 

第３表から明らかなことは、企業数全体が、410から320に（22％減少して）変化したこと、

および公有企業が姿を消し、民有企業が大幅に増加したことである（なお民有企業50社のう

ち20社は海外投資家が主要な所有者となっている）。ただし、依然として協同組合が多くの数

を占めている現状に変わりはない。 

1999年に実施された世界銀行による2,835家計を対象にした調査によると、ポーランドの

農業生産者の多くは資金調達活動を行っていないことが示されている。25％以下の家計しか

銀行預金を保有しておらず、30％の家計しか資金需要に参加していない。その主たる理由は、

(1) 33％は、自己資金でまかない、融資を必要としていない、(2) 23％は利子率が高い、(3) 

21％は、所得水準が不安定なため債務を負うことはリスクが大きい、という回答だったと報

告されている。 

しかし、いくつかの調査研究によって９、ポーランド農業における農業金融に関する現状

がかなり明らかになってきている。そのうち最も重要な指摘のひとつは、農業生産者の規模

と投資活動との関係であろう。たとえば、乳牛５頭以下の保有しかない農家は、そうした農

家のうち52％しか投資を行っていないが、６頭から10頭保有している農家は78％が投資を行

っている、そして10頭以上保有の農家はほぼすべて（92％）が投資を行っているという状況

である。世界銀行の調査が述べているとおり、ポーランド農業において金融は重要だが、し

かしその主たる対象は大規模生産者である、ということであろう。確かに、ポーランド農業

とりわけ畜産において、明らかに構造改革が進行中なのである。 

 

３．ハンガリー経済およびハンガリー農業 

 

ハンガリー経済の現状について、｢マクロ経済管理に直接関連する指標｣１０すなわち成長率、

－94－ 



失業率、物価上昇率に関する数字は第４表のとおりである。 

先に述べたポーランドの“second wave”は、ポーランドの急進的改革の遅れないしはそ

の必要性を示していると理解すべきものだが、1990年代後半以降のハンガリー経済の様相は

ポーランドとは明らかに違っている。第４表はそのことを端的に示している。 

 

第４表 ハンガリーのマクロ経済指標 

                                       (成長率、％) 

 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

実質 GDP 成長率  1.5  1.3  4.6  4.9  4.2  5.2  3.8 

失業率 10.4 10.5 10.4  9.1  7.0  6.4  5.7 

物価上昇率 
(消費者物価、％) 28.2 23.6 18.3 14.3 10.0  9.8  9.2 

(出所)：IMF。 

 

2001年の実質 GDP 成長率は3.8％だが、たとえば1995年の1.5％に比較すれば高い。また

失業率は2001年は5.7％であり、1997年の２桁の失業率以降１桁におさまっている。インフレ

もまた2000年、2001年とも１桁である。GDP 成長率も、インフレもまた失業率も1990年代後

半以降おおむね良好な実績であるといえるように思われる。（2001年に明瞭なデフレ傾向を示

しているポーランドとの相違が明らかであろう）。 

ポーランドの2000年から2001年にかけてのデフレ傾向は、構造改革に関する“second wave”
であり、それは政治による選択の結果だが、基本的には（他のヴィシグラード諸国に比べて）

｢ポーランド経済の独占度が高く、それは石油、エネルギー、通信の分野における改革が行わ

れていないという事情に大きく依存している｣１１ということにほかならない。 

すなわち、ハンガリー、チェコに比べてポーランドでは明らかな産業組織の側面での構造

改革が遅れており、したがって構造改革に関する“second wave”を必要としたと理解すべ

きものである。では、ハンガリーの農業についてはどうだろうか１２。 

ハンガリーでは、1991年の「損害補償法」、1992年の「共同組合法」をつうじた農地の私

有化によって土地所有者数が大幅に増大した反面、一人当たり農地面積が平均3.5ヘクタール

に細分化されることとなった。そして1998年についてみると、農業用地の60.1％が個人農家

に、23.9％が協同組合に、16％が農業法人によって所有されている。ただし、個人農家の規

模は大きくない。（中村[10]による定義にしたがって、大規模を、農地301ヘクタール以上ま

たは30標準頭数１３の家畜保有、中規模を、農地31から301ヘクタールの農地または2.6から30

標準頭数の家畜保有、小規模を、それ以下の規模とすると）60.1％の個人農家のうち32.0％

が小規模、10.7％が中規模であり、大規模は1.1％に過ぎない。反対に協同組合、農業法人が

占める39.9％のうち、38.3％が大規模であり、中規模が1.3％、小規模は0.3％に過ぎない。

小規模の個人農家と、大規模な協同組合・農業法人とが並存している状態であるといってよ

い。 
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農業生産高はどうだろうか。農業全体と畜産について、1990年を100としたときの指数を

みたものが第５表である。 

 

第５表 ハンガリーの農業生産高指数 (1990年＝100) 

 畜  産 農業生産高 

1993 66.1 67.7 

1994 63.3 69.8 

1995 65.5 71.6 

1996 66.6 76.1 

1997 62.6 73.2 

1998 66.5 71.6 

(出所）：中村[10]。 

 

中村[10]によれば、全体の農業生産高は「1989年において GDP の15.6％を占めたが、1997

年では5.2％とほぼ３分の１まで低下した」。そしてその主要な要因は、農業用地の細分化、

農業補助金の削減、（所得の減少による）消費の減少等であると指摘されている。生産高の減

少はとりわけ畜産（個人農家の畜産）において顕著であり、1990年と比較して、1997年はそ

の62.6％、1998年は66.5％に過ぎない。 

農業部門における投資資金の不足は、ハンガリーでも明瞭であり、製造業が1998年におけ

る総投資額のおよそ26％を占めるのに対して農業は3.6％に過ぎない。そのために農業用資材

が不足し、肥料投入量がはっきりと減少している。（１ヘクタール当たりの肥料投入量をみる

と、1980年が211キログラムであるのに対して、1990年は104キログラム、1998年は53キログ

ラムに過ぎない）。第５表の農業生産高はそうした状況を示しているものである。 

農業関連補助金も同様な事態を示している。1990年代に関する農業関連補助金の記述のな

かで、中村[10] は、「生産者向けは逓減しているが、消費者向けは93年、94年で急減してい

る。購買量の変化は畜産部門に著しく、畜産部門の低迷の主要な要因はここにある」と述べ

ている。 

すなわち、ハンガリーの農業については、全体の生産高が体制移行前の水準に回復してい

ないこと、その主たる要因は農業用地の細分化、農業関連補助金の削減と投資資金の不足、

消費水準の低迷にあることがわかる。とりわけ畜産はそうした事情が顕著である。 

 

４．ワルシャワ商品取引所およびブダペスト商品取引所の現状 

 

周知のとおり、ワルシャワ商品取引所は1995年７月に会員制の組織として発足している。

民間ならびに公的部門の双方における個人ならびに法人によって設立されたものである。 2000

年10月同商品取引所は大きく改組され、当該設立基金が民間向けにすべての資産の売却を行

い、民営化されることとなった。したがって、現在、ワルシャワ商品取引所は完全に民営化
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された取引所となっている１４。  

 ワルシャワ商品取引所は、設立以来、ポーランド最大の商品市場として運営されている。

2001年８月、ワルシャワ商品取引所は、インターネット取引を導入し、直物での電子取引を

行っている。2001年12月以降、同インターネット取引は、ポーランドで最大の B to B 取引と

なっている。その導入以来、インターネット上での商品取引の名目額は10億ズロチをこえて

いるのである。（後からみるようにこの数字はおおむね穀物取引によるものであり、畜産関連

の取引はごくわずかである）。 

 商品ならびに金融の先物取引は、ワルシャワ商品取引所において、1999年１月から開始さ

れている。現在、同商品取引所において、商品先物取引の対象となっているのは、製粉用小

麦、飼料用小麦および生豚であり、金融先物取引の対象となっているのは、通貨（すなわち

米・ドル、ユーロ、スイス・フラン、ポーランド・ズロチ）に関する先物およびオプション、

金利およびポーランド財務省証券に関する先物およびオプションである。（したがって、残念

ながら現在の段階で、直接に畜産の現状を正確に判断出来る状況にない）。 

ブダペスト商品取引所についてごく簡単に概観しておこう１５。  

ブダペスト商品取引所では、３部門すなわち、金融商品、穀物、畜産品で先物取引が行わ

れ、また３商品でオプション取引が行われている。先物取引は次のとおりである。金融部門

では、米・ドル、日本・円、ユーロ、スイス・フラン、英・ポンド、ポーランド・ズロチ、

チェコ・コルナ、１カ月 BUBOR、３カ月 BUBOR、６カ月 BUBOR 等の取引が行われてい

る。穀物部門では、小麦、飼料用小麦、コーン、飼料用大麦、菜種種子、大豆、ひまわり種

子、飼料指数等の取引が行われ、畜産部門では、生豚Ⅰ、生豚Ⅱの取引が行われている。な

おオプション取引が行われている商品は、小麦、ひまわり種子、コーンである。 

  簡単なブダペスト商品取引所の経緯は次のとおりである。 

  もともとのハンガリーにおける商品取引所の歴史は、1854年のペスト・ロイド社による、

穀物取引を扱ういわゆる「穀物ホール」（Grain Hall）の設立にさかのぼることが出来る。し

かし、ここでは、1989年以降の簡単なストーリーにとどめよう。 

  1989年に、190万ハンガリー・フォリントの資本で「商品取引所」（Commodity Exchange 
Ltd.）が設立された。当初の取引対象商品は、コーンと製粉用小麦である。（ブダペスト商品

取引所によると、「商品取引の実施にあたって必要となるすべての要件を満たす、非営利機関

としての目的をもって設立された」と述べられている）。そして1990年に「ブダペスト商品取

引所」に改組されている。 

  1991年に畜産部門が開設された（その際には、「生産および販売の安全の確保を目的として」

と述べられている）。そして、1992年には金融商品部門の設立に至る。（エネルギー部門の設

立が検討された旨記されているが、実際には設立に至らなかった）。1993年は、前年の金融商

品取引の導入に伴なって、取引所の整備がいっきょにすすんだ年である。また同年11月には、

ハンガリー国立銀行、ブダペスト証券取引所およびブダペスト商品取引所の３機関により、

中央預託清算所（Central Depository and Clearing House Inc.）が設立され、取引の保証が
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図られることとなった。 

  1994年４月、「商品取引および商品取引所法」（Act XXXIX of 1994）が議会で成立し、商

品先物取引をめぐる法的整備が整うこととなった。そして、正式には、この1994年に「商品

取引所」が解散、「ブダペスト商品取引所」がその後継機関として発足という運びとなる。 

  1995年は、ブダペスト商品取引所の「躍進の年」と記される年である。総取引高が主とし

て金融商品の取引増により対前年比４倍にまで成長したのである。そして、1996年はさらに

1995年を上回る成長を記録する。すなわち、同じく金融商品の取引増が主たる要因となり、

対前年比５倍の出来高を記録し、世界の先物取引所の第22位にランクされることとなったの

である。  

    

５．ワルシャワ商品取引所の機能 

 

ワルシャワ商品取引所の現状については、先に述べたとおりである。旧統一労働者党ビル

に移転して以降、かなり積極的に商品取引活動を行っている。ホームページも充実しており、

ブダペスト商品取引所ホームページと比較してみても遜色ないほどになってきたといえる。

（ただし、ブダペスト商品取引所のホームページの英語版がすべて英語で読めるのに対して

ワルシャワ商品取引所ホームページの英語版にはポーランド語が混じっており、ポーランド

語が理解出来なければ十分に活用することが出来ない）。 

したがって、ワルシャワ商品取引所に関する情報のかなりの部分はインターネットで得る

ことが出来る。 

取引の現状についていえば、主要な取引は商品（commodity）ではなく金融商品 (finance)
である。商品とりわけ農業生産物に関しては、経済改革の動向とくに財政政策と密接に関わ

っておりまた国際経済関係とくに EU 加盟交渉と切り離すことが出来ず、商品市場に委ねる

のは時期尚早ということであるように思われる（この点は、後にまたふれることとする）。 
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 先に、ワルシャワ商品取引所ホームページを引用して現状についてふれたとおり、2001年

８月にインターネット取引を導入し、直物での電子取引を行っている。（そして2001年12月以

降、同インターネット取引は、ポーランドで最大の B to B 取引となっており、その導入以来、

インターネット上での名目商品取引額は10億ズロチをこえている、と述べられている１６）。し

かしインターネット取引の現状もまた十分に評価出来るとはいいがたい。そのことを簡単に

述べておきたい。インターネット取引が行われているのは、小麦、ミルク等少数の商品にす

ぎない。その中から─本稿との関連で─豚肉の取引を中心にたどってみることにする。畜産

は大規模農家とごく小規模の農家に分解されてきていること、投資活動を積極的に行ってい

るのは大規模農家であることは先に述べたとおりである。また（最近コンピューターが急速

に普及してきたとはいえ）インターネット取引にアクセス出来る農家が多いわけではなく実

際 B to B 取引として位置づけられていることを念頭においておくとして、ここでは2002年に

おける畜産関連のインターネット取引をとりだしてみることにする。輸出用豚について2002

年に実際に取引が行われた価格水準をとりだしたものが第１図である。また供給量および取

引が成立した取引数量についてみると、実際に取引が成立した日数は、2002年にインターネ

ット取引が行われた167取引日のうち39取引日に過ぎない。また取引量もごくかぎられた数量

にとどまっている。さらに取引自体、ポーランド農産物市場庁による介入が行われている。 

畜産に主として焦点をあててみることにすると、ワルシャワ商品取引所のはたす役割は、

体制移行の過程として評価される面は認められるとはいえ、決して十分とはいえないと思わ

れる。そしてその背景としてポーランド農業における改革の現状が存在していると考えられ

る。 

 

６．ブダペスト商品取引所の機能 

 

先に述べたとおり、ブダペスト商品取引所の機能は、全般的にみてワルシャワ商品取引所

の機能に比べてよく整備されているといえる。 

ただし、畜産に関していえば、「よく整備されている」等という評価以前の段階であると

いわざるを得ない。ワルシャワ商品取引所ではわずかだがインターネットをつうじて畜産の

取引が行われているが、ブダペスト商品取引所では、2002年における畜産の取引は先物も直

物も記録されていない。先にみたとおり、ブダペスト商品取引所の先物取引は、金融、穀物、

畜産の３部門から成っており、それぞれについて取引が日々記録されているが、畜産に関し

ては2001年10月30日の取引日以降記録されていない（ちなみに10月30日取引日にも取引は成

立していない）。先に述べたとおり、畜産に関する改革が十分に行われていないという事情が

背景にあるものと思われる。 

ブダペスト商品取引所での取引の大部分は金融部門であり、次いで穀物部門の取引が残り

の大半を占める。（畜産を除く）商品先物取引という点に限って、念のため穀物の先物取引を

中心に、比較のために東京穀物商品取引所の機能をとりあげてその効率性を検討してみると、
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ブダペスト商品取引所の機能は比較的優れていることがわかる１７。そのことをここで述べて

おくこととしたい。先にみたとおり、ハンガリー農業についての資料の利用可能性を考慮に

入れて1995年～97年に焦点をあてた（したがって現在の取引品目とはやや異なっているが）

検討およびその結果は次のとおりである（なお同時期においても畜産関連の取引は、皆無で

はないが、ほとんど存在していない１８）。 

 畜産を除くその他の商品すなわち穀物（コーン、小麦、飼料用大麦、ひまわり種子）、金融

(米・ドル、ドイツ・マルク）の６商品をとりあげることとし、それら６商品からそれぞれ４

市場（すなわち、基本的には、1995年12月限、1996年７月限、1997年７月限、1997年12月限

の４市場とし、商品によっては多少の変動があり得る）および東京穀物商品取引所との比較

のためコーンのみ２市場を加えて６市場（上記４市場のほか1995年７月限および1996年12月

限）をとりだし、効率性の検定を「ウイーク・フォーム・テスト」（すなわちランダム・ウォ

ークか否かのテスト）によって行った。次いで、ブダペスト商品取引所との比較を目的とし

て、東京穀物商品取引所の効率性に関する検定を、同じく「ウィーク・フォーム・テスト」

によって行ってみた。とりあげた商品は、コーン、粗糖、米国大豆、小豆の４商品であり、

それら４商品から同じくそれぞれ４市場（出来る限り、ブダペスト商品取引所の限月と対応

させることとした。ただし、限月が対応していない商品については、出来る限り近い限月と

した）および同じくコーンのみ1995年７月限および1996年11月限を加えて６市場をとりだす

こととした。そうして分析した、ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所との（ウィー

ク・フォーム・テストによる）効率性検定の結果の比較を試みた。すなわち、（ブダペスト商

品取引所と東京穀物商品取引所の）ふたつの母集団の性質の比較、すなわち効率的市場の出

現の確率に有意な差が認められるか否かの検討を行うことによって、ブダペスト商品取引所

の機能の現状を多少とも捕捉することを試みた。 

 ブダペスト商品取引所で取引されている商品のうち、金融部門から米・ドルとドイツ・マ

ルク、穀物部門からコーン、小麦、飼料用大麦、ひまわり種子をとりあげ、効率的市場仮説

のうちウィーク・フォーム・テストとよばれる仮説の検定を行った。推計式は 

       L(t) = a(0) + a(1)L(t-1) + a(2)L(t-2) + a(3)L(t-3) + e(t) 

である。ここで L(t) = log(f(t)) - log(f(t-1)) をあらわし、f(t) は先物価格系列をあらわす

こと、および階差をとることとしたのは、それぞれの価格系列に単位根が認められたためで

ある。（なお1997年７月限のコーンの価格系列には単位根が認められなかった。したがって、

その場合には階差をとることをせず、L(t) = log (f(t)) とすることとした。むろん f(t) が

先物価格系列をあらわすことは同様である）。（なお、テストは、t値が2.0を下回る場合の係

数をゼロと有意差がないと判定することとして行った）。 結果は、次のとおりである。 

先物価格系列がランダム・ウォークにしたがうと認められたのは、米・ドルの４市場のう

ちの２市場すなわち1997年７月限および1997年12月限、ドイツ・マルクの４市場のうちの１

市場すなわち1996年６月限、コーンの６市場のうちの１市場すなわち1995年７月限、および
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飼料用大麦の４市場のうちの１市場すなわち1995年12月限であり、それ以外の市場および小

麦、ひまわり種子の各４市場では、ゼロと有意に異なると考えられる係数が含まれている（す

なわちランダム・ウォークとは認められない）ものと判定された。（効率的と判定された各市

場の結果については、森田[8]参照）。 

次いで、東京穀物商品取引所で行われている取引のうち（同取引所ホームページから、ブ

ダペスト商品取引所各商品の取引限月と対応するヒストリカル・データが取得可能な商品の

うち）コーン、粗糖、米国大豆、小豆をとりあげ分析を行った。（アラビカ生豆およびロブス

ター生豆のコーヒーは現在取引が行われているが、1998年以降であり、1997年以前のヒスト

リカル・データをとることは出来ない）。４商品から、出来る限りブダペスト商品取引所の場

合と対応可能な取引限月を選択することとし、コーン６市場およびその他商品４市場の合計

18市場をとりあげた。分析に際して、推計式、記号およびテストは、すべて、ブダペスト商

品取引所の場合と同様に行った。 

先物価格系列がランダム・ウォークにしたがうものと判定されたのは、上記分析対象とし

た４商品18市場のうち７市場である。コーン６市場のうち２市場すなわち1997年７月限と1997

年11月限、米国大豆４市場のうち１市場すなわち1996年８月限、小豆の全４市場すなわち1995

年11月限、1996年６月限、1997年６月限、1997年11月限の合計７市場が、ウィーク・フォー

ムの意味で効率的と判定されたのである。粗糖の４市場すべて、コーンのうち４市場、米国

大豆のうち３市場では、ゼロと有意に異なると判定される係数が認められ、過去の価格系列

から予測可能な将来の価格系列が存在するものと判定された。（効率的と判定された、コーン、

米国大豆、小豆の結果は、同じく森田[8]参照）。 

すなわち、ブダペストでは、６商品26市場のうち、４商品５市場でランダム・ウォークが

観察され、東京穀物商品取引所では、４商品18市場のうち３商品７市場において、ランダム・

ウォークと判定される価格系列が認められた。 

そうした検討結果にもとづいて、ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所のふたつの

母集団の性質に有意な差異が認められるか否か、すなわち、ふたつの取引所における先物価

格系列全体の中で効率性に有意な差異が認められるか否かを、χ 2（カイ自乗）検定を用いて

検討した。χ2 検定を適用するには少なくとも２×２の各欄に５以上の標本数を必要とする。

ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所を母集団とする検定ではそうした条件を満たし

ているので、χ2 検定を行って計算が出来る。（計算の詳細は省略するが）計算結果は、2.072

であり、有意水準５％で、棄却域に入らないことが確認出来る。すなわち、有意水準５％で、

ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所との間で（ウィーク・フォーム・テストの意味

で）効率的先物価格系列の出現する確率に有意な差があるとは認められない、ということと

なる。 

しかし念のため、次のふたつの検定を併せて行った。第１は、両取引所に共通している取

引商品であるコーンをとりあげ、取引限月を出来る限り対応させた上で、あらためてノンパ

ラメトリック検定を行ってみたことであり、第２は、ブダペスト商品取引所での穀物部門の
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４商品（コーン、飼料用大麦、小麦、ひまわり種子）18市場と東京穀物商品取引所での穀物

４商品（コーン、粗糖、米国大豆、小豆）18市場をとりあげ、同じくノンパラメトリック検

定を行ってみたことである。（というのは、先に述べたとおりブダペスト商品取引所における

取引には金融商品が含まれており、また穀物をとってみても、ブダペスト商品取引所での飼

料用大麦、小麦、ひまわり種子、東京穀物商品取引所での粗糖、米国大豆、小豆はそれぞれ

の取引所で行われている取引商品だからである）。ただし、上記ふたつの検定にあたっては、

５未満の数値が含まれるため、「イェーツの補正」を行った。（なお、ここでも念のため、「イ

ェーツの補正」のほかに、直接確率によって判定する方法をとった。以下ではふれないが、

得られた結果は同じであった）。 

  第１の検定として、ブダペスト商品取引所におけるコーンの６市場の中で（ウィーク・フ

ォーム・テストの意味で）効率的と判定される市場が出現する確率と東京穀物商品取引所に

おけるコーンの６市場の中で（同じくウィーク・フォームの意味で）効率的と判定される市

場が出現する確率とに有意な差が認められるかどうかを調べた。（先ほどと同様、計算の詳細

は省略するが）計算結果は0.412であり、（有意水準５％とすることとして）明らかに棄却域

に入らない。すなわち、「ブダペスト商品取引所での効率性（効率的市場の出現する確率）と

東京穀物商品取引所での効率性（効率的的市場の出現する確率）とは識別出来ない」という

仮説は棄却出来ない、というのが（上記データにもとづくかぎりでの）分析結果である。ブ

ダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所との間で（ウィーク・フォーム・テストの意味で）

効率的先物価格系列の出現する確率に差があるとは認められないという、先ほど述べた場合

と同じ、結果が得られたのである。（なお、ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所にお

けるコーンの取引で限月が等しい３市場、すなわち1995年７月限、1996年７月限、1997年７

月限の３市場を対象として、取引日数に差があるため同じ取引日の先物価格系列に限定して、

回帰分析を行った。結果は－５％有意水準で－有意な関係は認められなかった。すなわち、

上記限月の先物価格系列に関するかぎり、両市場におけるコーンの取引には有意な連動性は

認められなかったのである）。 

  第２に、ブダペスト商品取引所における穀物４商品18市場と東京穀物商品取引所における

穀物４商品18市場とを対象として、同様にイェーツの補正を行い検定を試みた。（同じく計算

の詳細は省略するが）計算結果は、2.370であり、（有意水準５％として）この場合も棄却域

に入らない。すなわち、先ほどと同様、ブダペスト商品取引所と東京穀物商品取引所との間

で（ウィーク・フォーム・テストの意味で）効率的先物価格系列の出現する確率に差がある

とは認められない、という結果が得られたこととなる。 

したがって、（上記データにもとづくかぎり）「ブダペスト商品取引所は、東京穀物商品取

引所よりも効率性において劣っているとはいえない」ということとなる。 

ブダペスト商品取引所における先物価格系列がランダム・ウォークにしたがっているかど

うかというテスト（「効率的市場仮説」におけるウィーク・フォーム・テスト）の結果からブ

ダペスト商品取引所の効率性を判定するのは、実のところ、容易ではない。したがって、東
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京穀物商品取引所における先物価格系列を比較対照するデータとしてとりあげ、何がしかの

判断の根拠を得ることを試みたのである。周知のとおり、東京穀物商品取引所は、（分析対象

とした）1997年実績で世界第10位の出来高をもち、データ等よく整備されている市場であっ

て、比較する対象としてとりあげるのに問題の少ない市場であるものと思われる。 

その結果得られた（暫定的ではあるが）結論は、（上でみたデータにもとづく限り）「ブダ

ペスト商品取引所が、東京穀物商品取引所よりも効率性において劣っているとはいえない」

ということである１９。 

 

結論と今後の課題 

 

本稿は、農業改革における現状の判断に際して混乱が認められる状況を勘案して、ポーラ

ンドに焦点をあて、そしてワルシャワ商品取引所の機能の検討をとおして適切な判断基準が

得られるかどうか、という問題意識から出発したものである。そうした目的に照らしてハン

ガリー農業およびブダペスト商品取引所の機能を併せ比較検討した。 

周知のとおり、ポーランドはバルツェロビチ・プログラムと呼ばれる急進的改革を採って

体制移行がすすめられた。1990年代後半には、欧米ならびに日本においてポーランドの良好

な経済実績が評価されてきたように思われる（ただし、ポーランド国内でどのような評価だ

ったのかは別の問題であり、別の検討を必要とする）。しかしこの数年のポーランド経済の（体

制移行後初といわれる）景気後退に対して必ずしも肯定的な評価が与えられているわけでは

ない。（たぶんにグローバリズムに対する批判と共通するこうした考え方の台頭は、体制移行

ならびに経済開発を必要とする国々にはごく初期の時期から存在していたものである）。 

本稿で検討を試みたポーランド農業全体ならびに畜産についても、依然として市場経済へ

の移行局面が認められ、投資資金の不足（大規模農家には投資資金が存在するが小規模農家

では困難であるという意味での不足）が指摘されている。市場経済に向けた改革を評価すべ

きか否かという判断を、そうした状況で、行うのはかなり困難であるといわざるを得ない。

市場経済への移行局面が認められるという意味では評価すべきものであり、そうした移行が

成功裏に行われているか否かという意味では十分な評価を与えるのは躊躇せざるを得ないと

いうことであろう２０。 

さてそうした判断に際して、商品取引所の機能に依拠して何らかの基準を獲得してみよう

とする本稿の視点からみるとどのような主張が可能だろうか。 

まず、商品取引所の取引の多くは金融商品で行われており、穀物・畜産等の取引は決して

多くはないということを念頭においた上で、いったいインターネット取引はどの程度活発に

行われているかということに焦点を絞ってみることにした。実際の取引の現場を観察し、か

つ取引の実態を示すデータから判断してみるとすれば、肯定的な評価を与えるのはきわめて

困難であろう。いうまでもなく、インターネットというごく新しい機能を導入し電子取引を

開始したという試みそれ自体は高く評価されてしかるべきものである。また、そもそもワル
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シャワ商品取引所でインターネットをとおして畜産の取引が活発に行われ得ると判断するい

かなる根拠も存在しない。その意味では、「困難であろう」という結論に到達するのは現状で

はきわめて妥当な判断であり得る。 

ブダペスト商品取引所において先物取引がかなり活発かつ効率的に行われているものと判

断されるハンガリー農業に（比較のために）注目してみると、農業用地の規模（私有化をつ

うじた縮小）、農業関連補助金の削減、所得水準の低下による消費量の減少等いくつかポーラ

ンドと共通する要因によって必ずしも良好な成果をあげているとは判断しがたいことが確認

される。畜産についてはとりわけそうした状況が認められる。実際、ブダペスト商品取引所

についてみても畜産に関しては、先に述べたとおり2001年以降記録されていないという現状

である。 

ポーランドの場合、インターネットをとおして畜産の取引を活発に行わせるに至るだけの

農業改革がポーランドにおいて十分に達成されているとはいえないという判断もまた合理的

であり得る、というのが（暫定的だが）結論であり、同様にハンガリーについても、畜産に

関しては取引を活発に行わせるに至るだけの農業改革が十分に達成されているとはいえない

という合理的な判断が存在し得る、というのが本稿での検討をつうじた（同じく暫定的だが）

結論であるといってよい。 

ところで、現在の時点（2003年９月）で確認しておかなければならない重要な問題が存在

している２１。ポーランドもハンガリーも2004年５月の EU 加盟を控えて解決を迫られている

諸問題が山積している。とりわけ農業分野では、解決が困難な問題が多い。たとえばポーラ

ンドの場合でいえば、戦略的農産物とよばれる重要な商品は、農産物市場庁が農業生産者か

ら買い上げ、商品取引所でのオークションをつうじて売却しているというのが現状であり、

農産物市場庁の逆ザヤによって実質的に農業生産者を保護している２２。しかしポーランドが

EU に加盟したのちどのような仕組みになるのか、現在のところ明瞭ではない。基本的には、

農産物市場庁が現在のような仕組みで農産物価格の決定に関与することは出来ず、また農産

物価格の決定は原則として市場に任されることになるはずである。（しかし実際にどのような

仕組みになるかは、今後の交渉の行方次第である）。そうした論理にしたがっていえば、ポー

ランドやハンガリーが EU に加盟した場合、ワルシャワ商品取引所やブダペスト商品取引所

の存在がはたして必要なのかどうか疑わしいという議論が存在し得る２３。 

  

 本稿では、中欧に焦点を合わせ、1990年代初頭以降の農業改革をどう判断するかという問

題と農産物をめぐる商品取引所の機能の問題とを併せ検討することとした。しかし、すぐ上

で指摘したとおり、今後しばらく、2004年５月をめどに中欧における農産物市場ならびに商

品取引所は抜本的に変化する可能性が存在する。しばらく目の離せない時期に入ったものと

思われる。 
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(＊)  本稿は、日本商品先物振興協会による2001年度「商品先物取引に係る研究調査助成金

制度」事業の成果の一部である。この場をお借りして、同協会に対し厚くお礼を申し上

げたい。また本稿は拙稿「中欧の農業改革と商品取引所の機能」（『広島大学経済論叢』

第27巻第１号、57頁－69頁）に加筆・修正を加えたものである。 

 

 

【脚  注】 

１． そうした議論の中には、たとえば、農業生産者にインタビューを行い、当該農業生産者が「満足

している」か否かを問うことによって「成功」か否かを判断するという試みもみられる。（この例と

しては、たとえば、S. K. Wegren[14]参照）。 

２．  ワルシャワ商品取引所のホームページは近年よく整備されてきている。まだブダペスト商品取引

所ホームページに比較すると使用が不便な面がみられるが、近い将来ブダペスト商品取引所にキャッ

チアップするものと思われる。 

３．本節の内容については、WERI, Poland:International Economic Report 各年版を参照した。 

４．WERI, Poland : International Economic Report 1999/2000 参照。 

５．たとえば、L. Dries and J. Swinnen[2]等参照。 

６．以下の内容については、 WERI, Poland : International Economic Report 各年版を併せ参照のこ  

と。  

７．WERI, Poland : International Economic Report 1999/2000 参照。 

８．Dries, L. and J. Swinnen[2]参照。 

９．Dries, L. and J. Swinnen[1]参照。 

10．Stiglitz [12]（邦訳書73頁）。 

11．WERI, Poland : International Economic Report 1999/2000 参照。 

12．以下は、主として中村[10]による。 

13．標準頭数とは、500キログラムを１単位として生きた動物の頭数、をあらわす。（中村[10]参照）。 

14．以下は同商品取引所ホームページを参照。 

15．以下は同商品取引所年報およびホームページを参照。 

16．筆者が、2002年９月に同商品取引所を訪問した際、インターネット取引を実際に見学する機会を得

た。一般にアクセス出来るページ─ただし現在は閉鎖されている─を開けてインターネット取引の画

面に到達すると、その左画面に登録会員限定のページが開き、そこからネット取引の状況を画面上で

逐一観察することが出来る。 

17．詳細については、森田[8] 第４章参照。 

18．詳細については、森田[8] 第３章参照。 

19．したがって、主として穀物に焦点を合わせて本稿と同様の分析を行ってみることは有意義であると

思われる。 

20．弦間[3]は、ソロー型の全要素生産性の計測モデルを用いて、中央アジア諸国における農業部門の

成長会計分析を行い、農業部門の改革の計測を試みている。本稿でとりあげた問題に対する有益な分

析方法のひとつであると思われる。 
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21．以下は、2003年８月12日にワルシャワで行われた、ヤン・リソフスキ博士（前農産物市場庁長官）

との会見に負うところが大きい。 

22．ワルシャワ商品取引所の設立にあたったヤン・リソフスキ博士の当初の目的は、均衡価格の模索だ

ったのであり、そうした目的に照らしてみれば、現在のワルシャワ商品取引所の機能は、「全く不満

足なもの」（ヤン・リソフスキ博士）であるというほかない。 

23．少なくとも、ヤン・リソフスキ博士の判断では、「必要とは思われない」ということである。しか

し、商品取引所が必要かどうかという議論は、本来、適切な理論的枠組みにもとづいて適切に行われ

るべきものであり、リソフスキ博士の判断もまた本稿でのコメントもそうした理論的検討をふまえた

ものではない。2004年５月までに何らかの適切な理論的枠組みにもとづいた適切な議論が行われるべ

きであり、そうした議論にもとづいた政治的判断がなされるべきものであろう。 
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